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【届出の対象とした募集（売出）外国投資証券に係る外国投資法人の名称】

ＵＢＳ（Lux）エクイティ・シキャブ

－オール・チャイナ（米ドル）

－アクティブ・クライメート・アウェア（米ドル）

－ヨーロピアン・ハイ・ディビデンド・サステナブル（ユーロ）

－ヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）

－グローバル・エマージング・マーケッツ・オポチュニティー（米ドル）

－ロング・ターム・テーマ（米ドル）

－ＵＳトータル・イールド・サステナブル（米ドル）

（UBS（Lux）Equity SICAV

- All China（USD）

- Active Climate Aware（USD）

- European High Dividend Sustainable（EUR）

- European Opportunity Unconstrained（EUR）

- Global Emerging Markets Opportunity（USD）

- Long Term Themes（USD）

- US Total Yield Sustainable（USD））

【届出の対象とした募集（売出）外国投資証券の形態及び金額】
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記名式無額面投資証券

オール・チャイナ（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

アクティブ・クライメート・アウェア（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

ヨーロピアン・ハイ・ディビデンド・サステナブル（ユーロ）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

クラス（米ドル）Ｐ－ａｃｃ投資証券

ヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

クラス（米ドル・ヘッジ）Ｐ－ａｃｃ投資証券

グローバル・エマージング・マーケッツ・オポチュニティー（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

ロング・ターム・テーマ（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

ＵＳトータル・イールド・サステナブル（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

上限見込額は以下のとおりである。

オール・チャイナ（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

７億5,790万米ドル（約1,108億円）

アクティブ・クライメート・アウェア（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

11億9,660万米ドル（約1,749億円）

ヨーロピアン・ハイ・ディビデンド・サステナブル（ユーロ）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

16億5,210万ユーロ（約2,641億円）

クラス（米ドル）Ｐ－ａｃｃ投資証券

13億5,280万米ドル（約1,978億円）

ヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

26億980万ユーロ（約4,172億円）

クラス（米ドル・ヘッジ）Ｐ－ａｃｃ投資証券

22億220万米ドル（約3,220億円）

 グローバル・エマージング・マーケッツ・オポチュニティー（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

13億6,200万米ドル（約1,991億円）

ロング・ターム・テーマ（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

20億4,000万米ドル（約2,982億円）

ＵＳトータル・イールド・サステナブル（米ドル）

クラスＰ－ａｃｃ投資証券

27億6,300万米ドル（約4,040億円）
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（注１）上限見込額は、便宜上、ファンドの投資証券の2023年８月末日現在の１口当たりの純資産価格に基づいて算出されている

（オール・チャイナ（米ドル）クラスＰ－ａｃｃ投資証券については75.79米ドルに1,000万口、アクティブ・クライメー

ト・アウェア（米ドル）クラスＰ－ａｃｃ投資証券については119.66米ドルに1,000万口、ヨーロピアン・ハイ・ディビデン

ド・サステナブル（ユーロ）クラスＰ－ａｃｃ投資証券については165.21ユーロに1,000万口、クラス（米ドル）Ｐ－ａｃｃ

投資証券については135.28米ドルに1,000万口、ヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）クラス

Ｐ－ａｃｃ投資証券については260.98ユーロに1,000万口、クラス（米ドル・ヘッジ）Ｐ－ａｃｃ投資証券については220.22

米ドルに1,000万口、グローバル・エマージング・マーケッツ・オポチュニティー（米ドル）クラスＰ－ａｃｃ投資証券につ

いては136.20米ドルに1,000万口、ロング・ターム・テーマ（米ドル）クラスＰ－ａｃｃ投資証券については204.00米ドルに

1,000万口およびＵＳトータル・イールド・サステナブル（米ドル）クラスＰ－ａｃｃ投資証券については276.30米ドルに

1,000万口をそれぞれ乗じて算出した金額である。）。

（注２）米ドルおよびユーロの円貨換算は、別途記載のない限り、便宜上、2023年８月31日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客

電信売買相場の仲値（１米ドル＝146.20円および１ユーロ＝159.84円）による。

【縦覧に供する場所】 該当事項なし
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

2023年11月30日に提出した有価証券届出書（2024年２月29日に提出した有価証券届出書の訂正届出書に

より訂正済）（以下「原届出書」といいます。）について、2024年３月１日付で、投資運用会社の商号が

変更され、また、2024年４月付で、投資方針、投資リスク、手数料等及び税金、管理及び運営に関する事

項が変更され、ファンドの設立地における目論見書が更新されましたので、これらに関する記載を訂正す

るため、本訂正届出書を提出するものです。

なお、下線の部分は訂正部分を示します。

 

 

２【訂正の内容】

 

第二部　ファンド情報

第１　ファンドの状況

１　外国投資法人の概況

（３）外国投資法人の仕組み

＜訂正前＞

ａ．ファンドの仕組み
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ｂ．本投資法人および関係法人の名称、運営上の役割および関係業務の内容
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名称 ファンド運営上の役割 契約等の概要

（中略）

ＵＢＳアセット・マネジメント

（アメリカス）インク（シカ

ゴ）

（UBS Asset Management

（Americas）Inc., Chicago）

投資運用会社 2013年２月15日および2013年11月15日

付で管理会社との間で投資運用契約

（注４）
を締結。アクティブ・クライ

メート・アウェア（米ドル）、ロン

グ・ターム・テーマ（米ドル）および

ＵＳトータル・イールド・サステナブ

ル（米ドル）に関しての運用会社業務

および投資顧問業務について規定して

いる。

（後略）
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＜訂正後＞

ａ．ファンドの仕組み

（注）2024年３月１日付で、ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）インク（シカゴ）（UBS Asset Management

（Americas）Inc.,Chicago）の法人の形態が変更され、その名称はＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）エルエ

ルシー（UBS Asset Management（Americas）LLC）に変更された。

 

ｂ．本投資法人および関係法人の名称、運営上の役割および関係業務の内容
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名称 ファンド運営上の役割 契約等の概要

（中略）

ＵＢＳアセット・マネジメント

（アメリカス）エルエルシー

（UBS Asset Management

（Americas）LLC）

投資運用会社 2013年２月15日および2013年11月15日

付で管理会社との間で投資運用契約

（注４）
を締結。アクティブ・クライ

メート・アウェア（米ドル）、ロン

グ・ターム・テーマ（米ドル）および

ＵＳトータル・イールド・サステナブ

ル（米ドル）に関しての運用会社業務

および投資顧問業務について規定して

いる。

（後略）

 

２　投資方針

（１）投資方針

＜訂正前＞

ＵＢＳ（Lux）エクイティ・シキャブ-オール・チャイナ（米ドル）

アクティブ運用されるオール・チャイナ（米ドル）は、主に中国および中国と緊密な経済関係を有す

るその他の国に所在する会社の株式およびその他の株式持分に投資する。これらの投資は、中国（オン

ショア）または中国外（オフショア）で上場される証券を含む。本サブ・ファンドは、環境的および／

または社会的特性を促進し、金融サービスセクターにおけるサステナビリティ関連開示に関する規則

（ＥＵ）2019／2088（以下「ＳＦＤＲ」という。）第８条を遵守する。環境的および／または社会的特

性に関する詳細は本書の「別紙Ａ」に記載される（ＳＦＤＲの細則（ＲＴＳ）第14条（２））。

強力な環境・社会パフォーマンスの特性または強力なサステナビリティ・プロファイルを有する投資

ユニバースについて発行体／企業を特定するためにＵＢＳ ＥＳＧコンセンサススコアを用いる。ＵＢＳ

ＥＳＧコンセンサススコアは、内部および認められた外部プロバイダーからのＥＳＧスコアデータの標

準加重平均である。プロバイダー１社からのＥＳＧスコアデータに依拠する場合よりも、コンセンサス

スコアのアプローチは、サステナビリティ・プロファイルの有効性の確信度を高める。ＵＢＳ ＥＳＧコ

ンセンサススコアは、環境、社会およびガバナンス（ＥＳＧ）に関して、関連する発行体／企業のパ

フォーマンス等の持続可能性要因を評価する。かかるＥＳＧ特性は、発行体／企業の主要分野およびＥ

ＳＧリスク管理の有効性に関連する。環境および社会要因には、とりわけ、環境フットプリントおよび

経営効率、環境リスク管理、気候変動、天然資源の使用、汚染・廃棄物管理、労働基準やサプライ

チェーンの監理、人的資本、ボード・ダイバーシティ、労働安全衛生、製品安全性、ならびに贈収賄お

よび汚職防止のガイドラインが含まれる可能性がある。サブ・ファンドは、以下のＥＳＧ促進特性を採

用する。

（中略）

サブ・ファンドの投資に関して、投資運用会社は、（ⅰ）「先進国」に所在する大型株式会社が発行

する数の90％以上、（ⅱ）「新興国」に所在する大型株式会社が発行する数の75％以上（ベンチマーク

を参照）、その他のすべての会社が発行する数の少なくとも75％について、ＵＢＳ ＥＳＧコンセンサス

スコアを用いたＥＳＧ分析の対象に含む。

投資家は、サブ・ファンドのエクスポージャーが中国Ａ株も含むことがある点に留意すべきである。

中国Ａ株は、中国本土にある企業の人民元建てのＡ株式である。これらの株式は、上海証券取引所およ

び深圳証券取引所等の中国証券取引所において取引されている。サブ・ファンドは、上海-香港ストッ

ク・コネクトまたは深圳-香港ストック・コネクトを通じて中国Ａ株に投資することがある。
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（中略）

ヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）

アクティブ運用されるヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）は、その

所在地または主な活動地がヨーロッパである会社の株式、株式に関連する権利またはその他の株式資本

に大部分を投資する。本サブ・ファンドは、環境的および／または社会的特性を促進し、金融サービス

セクターにおけるサステナビリティ関連開示に関する規則（ＥＵ）2019／2088（以下「ＳＦＤＲ」とい

う。）第８条第（１）項を遵守する。環境的および／または社会的特性に関する詳細は本書の「別紙

Ａ」に記載される（ＳＦＤＲの細則（ＲＴＳ）第14条（２））。

強力な環境・社会パフォーマンスの特性または強力なサステナビリティ・プロファイルを有する投資

ユニバースについて発行体／企業を特定するためにＵＢＳ ＥＳＧコンセンサススコアを用いる。ＵＢＳ

ＥＳＧコンセンサススコアは、内部および認められた外部プロバイダーからのＥＳＧスコアデータの標

準加重平均である。プロバイダー１社からのＥＳＧスコアデータに依拠する場合よりも、コンセンサス

スコアのアプローチは、サステナビリティ・プロファイルの有効性の確信度を高める。

ＵＢＳ ＥＳＧコンセンサススコアは、環境、社会およびガバナンス（ＥＳＧ）に関して、関連する発

行体／企業のパフォーマンス等の持続可能性要因を評価する。かかるＥＳＧ特性は、発行体／企業の主

要分野およびＥＳＧリスク管理の有効性に関連する。環境および社会要因には、とりわけ、環境フット

プリントおよび経営効率、環境リスク管理、気候変動、天然資源の使用、汚染・廃棄物管理、労働基準

やサプライチェーンの監理、人的資本、ボード・ダイバーシティ、労働安全衛生、製品安全性、ならび

に贈収賄および汚職防止のガイドラインが含まれる可能性がある。サブ・ファンドは、以下のＥＳＧ促

進特性を採用する。

（中略）

サブ・ファンドの投資に関して、投資運用会社は、（ⅰ）「先進国」に所在する大型株式会社が発行

する数の90％以上、（ⅱ）「新興国」に所在する大型株式会社が発行する数の75％以上（ベンチマーク

を参照）、その他のすべての会社が発行する数の少なくとも75％について、ＵＢＳ ＥＳＧコンセンサス

スコアを用いたＥＳＧ分析の対象に含む。

基準通貨は、ユーロである。

（後略）
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＜訂正後＞

ＵＢＳ（Lux）エクイティ・シキャブ-オール・チャイナ（米ドル）

アクティブ運用されるオール・チャイナ（米ドル）は、主に中国および中国と緊密な経済関係を有す

るその他の国に所在する会社の株式およびその他の株式持分に投資する。これらの投資は、中国（オン

ショア）または中国外（オフショア）で上場される証券を含む。本サブ・ファンドは、環境的および／

または社会的特性を促進し、金融サービスセクターにおけるサステナビリティ関連開示に関する規則

（ＥＵ）2019／2088（以下「ＳＦＤＲ」という。）第８条を遵守する。環境的および／または社会的特

性に関する詳細は本書の「別紙Ａ」に記載される（ＳＦＤＲの細則（ＲＴＳ）第14条（２））。

強力な環境・社会パフォーマンスの特性または強力なサステナビリティ・プロファイルを有する投資

ユニバースについて発行体／企業を特定するためにＵＢＳブレンデッドＥＳＧスコアを用いる。ＵＢＳ

ブレンデッドＥＳＧスコアは、ＵＢＳおよび認められた２社の外部プロバイダーであるＭＳＣＩおよび

サステイナリティクスからの標準ＥＳＧ評価データの平均を表している。このブレンデッドスコアのア

プローチは、一つの視点だけに依存するのではなく、複数の独立したＥＳＧ評価を統合することによっ

て生成されたサステナビリティ・プロファイルの質を高める。ＵＢＳブレンデッドＥＳＧスコアは、重

要な環境、社会およびガバナンス要因を評価した企業のサステナビリティ・プロファイルを表す。これ

らの要因は、環境フットプリントおよび経営効率、リスク管理、気候変動への対応、天然資源の利用、

汚染・廃棄物管理、労働基準、サプライチェーンの監督、人材育成、取締役会のダイバーシティ、労働

安全衛生、製品安全性、ならびに贈収賄および汚職防止方針が含まれる可能性があるがこれらに限定さ

れない。各審査対象企業には、０から10までのＵＢＳブレンデッドＥＳＧスコアが割り当てられ、10が

最高のサステナビリティ・プロファイルを示す。サブ・ファンドは、以下のＥＳＧ促進特性を採用す

る。

（中略）

サブ・ファンドの投資に関して、投資運用会社は、（ⅰ）「先進国」に所在する大型株式会社が発行

する数の90％以上、（ⅱ）「新興国」に所在する大型株式会社が発行する数の75％以上（ベンチマーク

を参照）、その他のすべての会社が発行する数の少なくとも75％について、ＵＢＳブレンデッドＥＳＧ

スコアを用いたＥＳＧ分析の対象に含む。

投資家は、サブ・ファンドのエクスポージャーが中国Ａ株も含むことがある点に留意すべきである。

中国Ａ株は、中国本土にある企業の人民元建てのＡ株式である。これらの株式は、上海証券取引所およ

び深圳証券取引所等の中国証券取引所において取引されている。サブ・ファンドは、上海-香港ストッ

ク・コネクトまたは深圳-香港ストック・コネクトを通じて中国Ａ株に投資することがある。

（中略）

ヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）

アクティブ運用されるヨーロピアン・オポチュニティー・アンコンストレインド（ユーロ）は、その

所在地または主な活動地がヨーロッパである会社の株式、株式に関連する権利またはその他の株式資本

に大部分を投資する。本サブ・ファンドは、環境的および／または社会的特性を促進し、金融サービス

セクターにおけるサステナビリティ関連開示に関する規則（ＥＵ）2019／2088（以下「ＳＦＤＲ」とい

う。）第８条第（１）項を遵守する。環境的および／または社会的特性に関する詳細は本書の「別紙

Ａ」に記載される（ＳＦＤＲの細則（ＲＴＳ）第14条（２））。

強力な環境・社会パフォーマンスの特性または強力なサステナビリティ・プロファイルを有する投資

ユニバースについて発行体／企業を特定するためにＵＢＳブレンデッドＥＳＧスコアを用いる。ＵＢＳ

ブレンデッドＥＳＧスコアは、ＵＢＳおよび認められた２社の外部プロバイダーであるＭＳＣＩおよび

サステイナリティクスからの標準ＥＳＧ評価データの平均を表している。このブレンデッドスコアのア

プローチは、一つの視点だけに依存するのではなく、複数の独立したＥＳＧ評価を統合することによっ

て生成されたサステナビリティ・プロファイルの質を高める。ＵＢＳブレンデッドＥＳＧスコアは、重

要な環境、社会およびガバナンス要因を評価した企業のサステナビリティ・プロファイルを表す。これ
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らの要因は、環境フットプリントおよび経営効率、リスク管理、気候変動への対応、天然資源の利用、

汚染・廃棄物管理、労働基準、サプライチェーンの監督、人材育成、取締役会のダイバーシティ、労働

安全衛生、製品安全性、ならびに贈収賄および汚職防止方針が含まれる可能性があるがこれらに限定さ

れない。各審査対象企業には、０から10までのＵＢＳブレンデッドＥＳＧスコアが割り当てられ、10が

最高のサステナビリティ・プロファイルを示す。サブ・ファンドは、以下のＥＳＧ促進特性を採用す

る。

（中略）

サブ・ファンドの投資に関して、投資運用会社は、（ⅰ）「先進国」に所在する大型株式会社が発行

する数の90％以上、（ⅱ）「新興国」に所在する大型株式会社が発行する数の75％以上（ベンチマーク

を参照）、その他のすべての会社が発行する数の少なくとも75％について、ＵＢＳブレンデッドＥＳＧ

スコアを用いたＥＳＧ分析の対象に含む。

基準通貨は、ユーロである。

（後略）

 

３　投資リスク

ａ．リスク要因

新興国市場への投資

＜訂正前＞

（前略）

上記のリスクは、特に中国への投資にも該当する。

上海－香港ストック・コネクトまたは深圳-香港ストック・コネクト（以下「ストック・コネクト」とい

う。）を通じて取引される投資に関するリスクの情報

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

上記のリスクは、特に中国への投資にも該当する。

 

中国に投資する際の固有のリスク

本項の目的上、「サブ・ファンド」とは、投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社のＱＦ

Ｉ資格に基づくＱＦＩ投資を通じてＱＦＩ（ＱＦＩＩおよびＲＱＦＩＩを含む。）認定証券に投資する

各関連サブ・ファンドを指す。

 

ａ）中国市場リスク

中国の証券市場への投資は、新興国市場への投資に伴うリスク全般および中国市場特有のリスク

にさらされる。中国の経済改革の多くは、前例がないかまたは実験的なものであり、調整および修

正を必要とし、かかる調整および修正は、中国の株式会社または中国Ａ株等の上場証券への対外投

資に必ずしも良い影響を与えるとは限らない。

サブ・ファンドは、銀行預金ではなく、また、保証も付されていない。投資元本が返金される保

証もない。サブ・ファンドの投資の収益率は、中国またはグローバル市場の一般的な経済状況の悪

化によって悪影響を受けるおそれがある。中国政府の政策、財政政策、金利、インフレ、投資家心

理、資金借入の可能性および費用、中国の金融市場の流動性および株価の水準および変動性等の要

因は、サブ・ファンドの投資対象の価値ひいては株価に重大な影響を及ぼす可能性がある。

投資運用会社が現時点で利用できるＡ株の選択肢は、その他の市場で利用できる選択肢に比べて

限定的であることがある。また、Ａ株市場の流動性は低水準である場合があり、連結時価総額およ
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び投資に利用可能な株式の数に関しては、その他の市場と比べて相対的に少ない。これは、深刻な

価格変動性につながる可能性がある。

中国の資本市場および株式会社に関する国内の規制上および法律上の枠組みは、先進国と比べて

いまだに発展途上である。しかしながら、Ａ株市場全体に対する改革の効果は現時点ではわかって

いない。さらに、これらの証券市場における規制および執行活動は相対的に低い水準にある。取引

の決済は、遅延および管理上の不確実性にさらされることがある。さらに、規制は、発展し続け、

通知なく変更する場合があり、これにより、買戻しがさらに遅れまたは流動性が制限されることが

ある。中国証券市場ならびに投資家、ブローカーおよびその他の参加者の活動の規制および監督に

関しては、一定のより発展した市場におけるものに相当するものが存在しないことがある。

中国企業は、一定程度国際会計基準に準拠する中国会計基準および慣行に従う必要がある。しか

しながら、中国会計基準および慣行に従って会計士が作成した財務諸表と国際会計基準に従って作

成された財務諸表には大きな相違がある可能性がある。

上海証券市場および深圳証券市場は、発展および変化の過程にある。これは、取引の変動性、取

引の決済および記録上の困難、関連する規則の解釈および適用上の困難の要因となることがある。

中国政府は、商事法に関する包括的な制度を発展させてきており、企業組織、ガバナンス、外国投

資、商取引、課税および取引等の経済事項に関する法令の施行について大きな進歩が見られた。こ

れらの法令および法令上の要求は比較的新しいため、これらの解釈および執行は、不確実性を伴

う。さらに、投資家保護に関する中国法は、いまだに発展段階にあり、先進国の法律よりも洗練さ

れていないことがある。

中国への投資は、中国の政治、社会または経済政策の大幅な変更の影響を受けやすい。かかる感

応度は、上記に示した理由により、資本増加ひいてはこれらの投資対象のパフォーマンスに悪影響

を与えることがある。

中国政府による通貨転換の管理および為替の将来の変動は、サブ・ファンドが投資する企業の経

営および財務成績に悪影響を及ぼすことがある。上記の要因を踏まえると、Ａ株の価格は、一定の

状況において大幅に下落することがある。

 

ｂ）ＱＦＩ（適格外国投資家）リスク

ＱＦＩＩ／ＱＦＩ投資

中国の現行の規制に基づき、外国人投資家は、中国においてＱＦＩ資格等の適格資格を得た機関

を通じてＡ株市場およびその他のＱＦＩ認定証券に投資することができる。現在のＱＦＩ規制は、

Ａ株投資に対して厳格な規制（投資ガイドライン等）を課している。

サブ・ファンド自体は、ＱＦＩではないが、関連ある投資運用会社、副投資運用会社または投資

顧問会社のＱＦＩ資格を通じてＡ株およびその他のＱＦＩ認定証券に直接投資することができる。

中国におけるサブ・ファンドの投資の全部または大部分は、ＵＢＳアセット・マネジメント（シン

ガポール）リミテッドおよび／またはＵＢＳアセット・マネジメント（香港）リミテッドのＱＦＩ

資格を通じて実行され、保有される。

投資を予定する者は、サブ・ファンドが関連ある投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問

会社のＱＦＩ資格から利益を得続ける保証およびサブ・ファンドのみが利用可能である保証はない

ことに留意するべきである。

投資運用会社は、サブ・ファンドの投資運用会社および適格ＱＦＩの２つの役割を兼務する。投

資運用会社は、すべての取引および売買がサブ・ファンドの設立文書および投資運用会社に適用あ

る関連法令を考慮して実施されることを確保する。利益相反が生じた場合、本投資法人は、保管受

託銀行および中国副保管人（以下に定義される。）と共同して、サブ・ファンドが投資主の最善の

利益のために運用されかつ投資主が公正に取り扱われるよう確保することを追求する。
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投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社がＱＦＩ資格を喪失し、または退任しもしく

は解任された場合、サブ・ファンドは、投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社のＱＦ

Ｉ資格を通じてＡ株またはその他のＱＦＩ認定証券に投資することができなくなる場合があり、ま

た、サブ・ファンドは、その持分の処分を要求されることがあり、これにより、当該サブ・ファン

ドは重大な悪影響を受ける可能性が高い。

ＱＦＩ規制

中国におけるＱＦＩによる投資、本国送金および通貨転換に関して定めたＱＦＩ規制は比較的新

しい。そのためＱＦＩ規制の適用および解釈は、相対的に試されておらず、適用方法に関しては不

確実性がある。中国証券監督管理委員会（以下「ＣＳＲＣ」という。）およびＳＡＦＥ（中国国家

為替管理）は、ＱＦＩ規制において幅広い裁量を与えられており、これらの裁量が現在または将来

どのように行使されるかについては前例がなく、不確実である。この初期の発展段階において、Ｑ

ＦＩ規制は、将来さらに改定される可能性があり、かかる改定がＱＦＩに損害を与えない保証また

はＱＦＩ資格を規定する規則が実質的にまたは完全に改正されない保証はない。

現行のＱＦＩ規制に基づいて制定された規則および規制（投資制限に関する規則を含む。）も存

在する。ＱＦＩＩ／ＱＦＩは取引規模が大きく、外国為替規制ならびにその他の関連規則および政

策により、ＱＦＩが中国で投資した元本の本国送金に制限が課される可能性がある。

極端な場合、サブ・ファンドは、ＱＦＩの投資制限、Ａ株／債券市場の非流動性および／または

取引執行もしくは決済の遅滞もしくは中断により、投資能力の制限による著しい損失を被りまたは

その投資目的もしくは戦略を十分に実施しもしくは遂行することができない可能性がある。

また、投資者は、ＱＦＩを通じたＡ株への直接投資が、各ＱＦＩに適用されかつサブ・ファンド

のＡ株への投資能力に影響を及ぼす中国のＱＦＩ規制（随時改正済）に基づき現在課せられている

様々な投資制限の遵守を条件とすることに留意すべきである。中国証券市場における投資制限の実

例は、以下の通りである。

－　単一の適格外国人投資家またはその他のいずれの外国人投資家の持株比率も、上場企業また

はＮＥＥＱ認定企業の株式総数の10％を超過してはならないこと

－　すべての適格外国人投資家およびその他の外国人投資家の持株比率の合計は、上場企業また

はＮＥＥＱ認定企業の株式総数の30％を超過してはならないこと

－　投資は、外国投資産業指導目録に定める要件を遵守する必要があること

ＰＲＣブローカー

ＱＦＩとして、関連する投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社は、中国市場におい

てサブ・ファンドのために取引を実行するブローカー（以下「中国ブローカー」という。）を選定

する。サブ・ファンドは、取引執行もしくは決済または資金もしくは有価証券の移転における中国

ブローカーまたは中国保管人の作為または不作為により損失を被ることがある。サブ・ファンド

は、中国市場においてサブ・ファンドの勘定で取引を執行する場合、投資運用会社、副投資運用者

または投資顧問が任命する中国ブローカーを利用する。サブ・ファンドは、ＱＦＩとして、投資運

用会社、副投資運用会社または投資顧問会社が任命することができるブローカーの数に関する規

制／制限等、適用あるＱＦＩ規制に基づく規制／制限または経営上の制約に従ったＱＦＩ認定証券

の取引の最良執行の達成に困難を極めることがある。中国ブローカーがサブ・ファンドに対して、

中国市場において最良慣行であると投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社が合理的に

考える執行基準を提示した場合、投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社は、取引が最

高価格で執行されない可能性があるにもかかわらず、取引を当該中国ブローカー（関連会社の場合

を含む。）と継続して執行すべきであることを決定することができ、サブ・ファンドが取引を執行

した際の価格と関連する時期において市場で入手できたその他の価格との差に関してサブ・ファン

ドに説明責任を負わないものとする。

保管
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保管受託銀行は、サブ・ファンドの保管人として行為し、資産を保有する。サブ・ファンドの代

理として行為するＱＦＩおよび保管受託銀行は、サブ・ファンドについて副保管人（以下「中国副

保管人」という。）を任命する。上記の中国副保管人は、投資運用会社、副投資運用会社または投

資顧問会社のＱＦＩ登録を通じて中国において投資されたサブ・ファンドの資産を保有する。

投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社のＱＦＩ資格を通じてサブ・ファンドが取得

したＱＦＩ認定証券は、別個の証券勘定において中国副保管人が維持し、適用ある法律に従ってサ

ブ・ファンドまたは（サブ・ファンドを代理する）本投資法人の単独の利益および使用のために登

録される。中国副保管人による資産の分離があるため、サブ・ファンドの資産は、ＱＦＩとしての

投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社、中国副保管人または中国ブローカーの資産の

一部を構成しない。しかしながら、投資規制に従い、（ＱＦＩとしての）投資運用会社、副投資運

用会社または投資顧問会社は、当該証券勘定における証券に対する権利を有する当事者になる可能

性があり（本権利が所有権を構成しないことまたは投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問

会社がサブ・ファンドを代理して証券を購入することを妨げないことにかかわらない。）、当該証

券は、投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社の清算人による請求の影響を受けやす

く、サブ・ファンドのみの名義で登録された場合と同様に十分に保護されないことがある。特に、

投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社の債権者がサブ・ファンドの資産が投資運用会

社、副投資運用会社または投資顧問会社に帰属すると誤って仮定し、当該債権者が当該債権者に対

する投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社の債務支払のためにサブ・ファンドの資産

の管理獲得を追求するリスクがある。

投資家は、中国副保管人に対してサブ・ファンドの現金勘定に預託される現金は、分離されない

が、中国副保管人が預託者としてのサブ・ファンドに対して負う債務になる場合があることに留意

するべきである。かかる現金は、中国副保管人の他のクライアントに属する現金と混合される場合

がある。中国副保管人が破産または清算した場合、サブ・ファンドは、かかる現金勘定に預託され

た現金に対する所有権を有さず、サブ・ファンドは、中国副保管人のその他すべての無担保債権者

と同ランクの無担保債権者になる可能性がある。サブ・ファンドは、かかる債務の回収において困

難に直面することおよび／もしくは遅延を被ることまたはこれを全額または全く回収することがで

きないことがあり、この場合、サブ・ファンドは損失を被る。

買戻し制限

サブ・ファンドが、投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社のＱＦＩ資格を通じた投

資により中国の証券市場に投資する場合、中国からの投資元本および収益の本国送金は、本国送金

手続等（ただし、これに限らない。）に適用される規制要件を含む随時有効なＱＦＩ規制に服す

る。

サブ・ファンドの勘定による送金は、サブ・ファンドの株式の正味買付および買戻しに応じて投

資運用会社または投資顧問会社のＲＱＦＩＩ資格を通じて中国副保管人が毎日実行することができ

る。

将来、中国におけるサブ・ファンドによる資金の本国送金について規制上の制限が適用されない

確証はないことに留意されたい。本国送金に関してＳＡＦＥが採用する投資規制および／または手

法は、随時変更される場合がある。ＱＦＩ本国送金制限の変更等、関連ある法令に改悪が生じた場

合は、買戻し注文が適時に処理される保証はない。かかる制限により、サブ・ファンドの取引活動

が停止する可能性もある。

投資制限

ＱＦＩ規制において、中国上場企業１社についてすべての実質的な投資家および／またはすべて

のＱＦＩ保有者が保有する株式総数には制限があるため、サブ・ファンドがＡ株に投資を行う能力

は、すべての実質的な投資家および／またはすべてのＱＦＩ保有者の活動によって影響を受ける。
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上記の投資制限は、すべての実質的な投資家および／またはすべてのＱＦＩ保有者に対して適用

される。したがって、投資家は異なるＱＦＩを通じて投資を行うことができるため、実際、ＱＦＩ

としての投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社がサブ・ファンドの実質的な投資家の

投資対象を監視することは困難である。また、投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社

が、その他のＱＦＩによる投資を監視することも実務上困難である。

利益の開示および短期売買差益規則

中国の利益要件の開示に基づき、サブ・ファンドは、投資運用会社のグループ内で管理されるそ

の他のファンドもしくはサブ・ファンドまたは投資運用会社のグループの実質的投資主と協力して

行為しているとみなされる場合があるため、中国法に基づき合計持分が報告閾値（現在、関連する

中国上場企業の発行済株式総数の５％）に達する場合、サブ・ファンドの持分を上記に言及された

かかるその他のファンドまたはサブ・ファンドの持分と合算して報告しなければならないことがあ

るというリスクにさらされる場合がある。これにより、サブ・ファンドの持分が一般に開示され、

サブ・ファンドのパフォーマンスに悪影響が及ぶことがある。

さらに、中国の裁判所および中国の規制機関の解釈に従い、中国の短期売買差益規則は、サブ・

ファンドの投資対象に適用されることがあり、結果として、サブ・ファンドの持分（場合により、

サブ・ファンドの協力当事者であるとみなされるその他の投資家の持分と合計する。）が中国上場

企業１社の発行済株式総数の５％を超えた場合、サブ・ファンドが、かかる企業の株式の最終購入

から６か月以内にかかる企業の持分を削減することができないことがある。サブ・ファンドが規則

に違反し、６か月以内にかかる企業のいずれかの持分を売却した場合、かかる取引によって実現し

た利益を返還するよう上場企業に要求される場合がある。さらに、中国の民事手続に基づき、サ

ブ・ファンドの資産は、かかる企業が行った請求の範囲について凍結されることがある。これらの

リスクは、サブ・ファンドのパフォーマンスを著しく損なうことがある。

 

ｃ）流動性リスク

サブ・ファンドが投資する一部の株式市場は規模が小さいため、大幅な価格変動が生じ、また、潜

在的に流動性が乏しい可能性がある。

人民元建て債券は、定期的に取引されるものではなく、その他のより発展した市場に比べて取引量

が少ないことがある。当該証券の活発な流通市場はいまだ発展途上にある。人民元建て債券の価格の

買呼値と売呼値の間のスプレッドが大きくなる可能性があり、サブ・ファンドは、多額の取引費用お

よび転換費用を負担する可能性がある。

 

ｄ）監視の低水準リスク

中国国内の株式市場に関する規制上の枠組みは、世界の多くの先進国株式市場に比べていまだ発展

途上にあるため、かかる株式市場の活動に対する監視の水準が低い可能性がある。

 

ｅ）会計基準および開示リスク

中国の会計、監査および財務報告の基準は、国際基準と比べて厳格ではない可能性がある。その結

果、一定の重大な開示が一部企業により行われない場合がある。

 

ｆ）人民元の通貨リスク

サブ・ファンドの会計通貨が米ドルである場合、サブ・ファンドは、米ドルと人民元の間の為替

レートの変動に直接さらされる。

このシナリオでは、サブ・ファンドは、主に人民元建ての証券に投資するものの、その純資産価

額、申込みおよび買戻しは米ドル建てで表示されることになる。その結果、米ドルに対する人民元の
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価値の変動と対応して、サブ・ファンドの米ドル建て純資産価額が変動することになる。ＱＦＩＩ／

ＱＦＩを通じた投資の目的において、人民元は実勢市場相場で米ドルに交換可能である。

中国政府の通貨エクスポージャーの管理および為替の将来の変動は、サブ・ファンドが投資する企

業の経営および財務成績に悪影響を及ぼすことがある。人民元は自由交換可能通貨ではなく、中国政

府の外国為替管理政策および送金規制に従う。かかる政策または規制が将来変更した場合、サブ・

ファンドまたはその投資家のポジションは悪影響を受けることがある。

人民元と米ドルの交換は、人民元に関する政策上の制限および公布ならびに関連ある規制要件に従

う。関連政策は、オンショアおよびオフショア投資に関して人民元と米ドルを交換するサブ・ファン

ドの能力、適用ある為替レートならびに転換費用に影響を及ぼす可能性がある。通貨転換がより困難

もしくは不可能にならずまたは人民元の切下げ、切上げもしくは利用可能性の欠如が生じないとの保

証はない。人民元が下落しないとの保証もない。サブ・ファンドは、通貨転換および取引費用の買呼

値／売呼値スプレッドにさらされる。かかる外国為替リスクおよび転換費用は、サブ・ファンドおよ

びその投資者のキャピタル・ロスをもたらす可能性がある。

 

ｇ）集中リスク

サブ・ファンドは、専門性が非常に高いものである。サブ・ファンドの投資は持株数の観点では十

分に分散されているが、投資者においては、サブ・ファンドは、投資する国の悪条件に起因する価値

の変動の影響をより受けやすいため、グローバル・エクイティ・ファンド等のように広範囲に分散投

資するファンドに比べてボラティリティが高いおそれがあるという点に留意すべきである。

 

ｈ）ヘッジリスク

投資運用会社は、市場および通貨リスクを相殺するためにヘッジ手法を利用することを許可されて

いるが、その義務を負うものではない。ヘッジ手法が狙い通りの結果を達成する保証はない。

 

ｉ）決済リスク

中国において、一部の証券取引はＤＶＰベースで決済されず、その結果、サブ・ファンドが決済リ

スクにさらされる可能性がある。

 

ｊ）関係当事者リスク

サブ・ファンドは、関連ある投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社のＱＦＩ資格を通

じてＱＦＩ認可証券に投資する。投資運用会社、副投資運用会社または投資顧問会社および保管受託

銀行はＵＢＳグループの一員ではあるが、各事業体は、サブ・ファンドに関するそれぞれの職務およ

び義務の遂行において独立して運用し、またそれぞれの関連ある規制機関の監督に服する。サブ・

ファンドに関するかかる事業体間のすべての取引および売買は、サブ・ファンドの設立文書および当

該事業体に適用ある関連する規制上の規約を考慮した上で、独立当事者間ベースで取引される。利益

相反が万が一発生した場合も、サブ・ファンドは、保管受託銀行と共同して、サブ・ファンドが投資

主の最善の利益のために運用されかつ投資主が公正に取り扱われるよう確保することを追求する。

 

Ｋ）清算準備金リスク

ＱＦＩ規則に基づき、中国副保管人は、最低清算準備金を預託するよう求められ、その割合は、中

国証券登記決算有限責任会社（上海、深圳および北京支店）（以下「ＣＳＤＣＣ」という。）によっ

て適切な時期に決定される。中国副保管人は、最低清算準備金の一部としてサブ・ファンドの資産の

一部を預託する。最低清算準備金率は、ＣＳＤＣＣにより随時決定され、中国副保管人によって最低

清算準備金に預託される。中国において証券価格が上がった場合、清算準備金に留保されるサブ・

ファンドの資産は、サブ・ファンドのパフォーマンスに悪影響を与える可能性があるが、他方で、中
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国において証券価格が下がった場合、サブ・ファンドのパフォーマンスは、そうでない期間に比べて

改善する可能性がある。

 

ｌ）固定利付証券リスク

中国債券市場リスク

中国の債券市場への投資は、より発展した市場の債券商品への投資よりも高いボラティリティお

よび価格変動性にさらされる可能性がある。

人民元建ての債券に対する取引相手方の信用リスク

投資者は、中国の金融市場は初期段階にあるため、人民元建ての債券の大部分が現在および今後

も無格付けであることに留意すべきである。人民元建ての債券は、商業銀行、国家政策銀行、法人

等を含む中国国内外の様々な発行体によって発行される可能性がある。これらの発行体は、異なる

リスク特性を有する可能性があり、またその信用力も異なることがある。さらに、人民元建ての債

券は、一般に、担保が付されていない無担保債務である。サブ・ファンドは、無担保債権者とし

て、取引相手方の信用／支払不能リスクに全面的にさらされる場合がある。

金利リスク

中国のマクロ経済政策（すなわち、金融政策および財政政策）の変更は、資本市場に影響を及ぼ

し、債券の価格、ひいては、サブ・ファンドのリターンに影響を与える。サブ・ファンドが保有す

る人民元建ての債券の価額は一般に、金利の変動とは逆に変化し、かかる変化は、これに応じてサ

ブ・ファンドの資産の価額に影響を与えることがある。通常、金利が上昇した場合、債券の価格は

下落する傾向にある。反対に、金利が下落した場合、債券の価格は上昇する傾向にある。

評価リスク

人民元建ての債券は、ミスプライシングまたは不適切評価のリスク、すなわち、債券が適切に価

格設定されない運用リスクにさらされる。評価は主に、価格が入手できる独立の第三者のソースか

らの評価に基づいているため、時折、評価には不確実性および判断に基づく決定が伴うことがあ

り、独立した価格設定情報は、常に利用可能ではないことがある。

信用格付リスク

中国の債券の多くは、国際的な信用機関によって付与された格付けを有していない。中国の信用

評価システムは、初期の発展段階にあり、投資を評価するために用いられる標準的な信用評価方法

は存在せず、同一の格付けスケールが異なる機関において異なる意味を持つこともある。付与され

た格付けは、評価資産の実際の財務上の強みを反映していないことがある。

格付機関は、債券の信用度の格付けを提供する民間サービス会社である。格付機関に付与された

格付けは信用度の絶対的な基準ではなく、市場リスクを評価するものでもない。格付機関は、信用

格付けを適時に変更することができない場合があり、発行体の当該時点の財務状況が、格付けの示

すものと比べて改善または悪化している可能性がある。

信用格付けの引下げリスク

人民元建ての債券の発行体は、財務状況の不利な変化に直面することがあり、これによりその信

用格付けが下落する可能性がある。財務状況の不利な変化または発行体の信用格付けの下落は、関

連する人民元建ての債券の価格の変動性を高め、当該価格に悪影響を及ぼし、また流動性に悪影響

を与えることがあり、その結果、これらの債券を売却することがより困難になる可能性がある。

 

ｍ）中国の税務上のリスク要因

（遡及的に適用される場合がある）サブ・ファンドによる中国の証券への投資に係る実現キャピタ

ル・ゲインおよび利息に関する現行の中国の税金に関する法令および税務上の慣行には、リスクおよ

び不確実性が伴う。サブ・ファンドの税金債務が増額された場合、サブ・ファンドの価額に悪影響が
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及ぶ可能性がある。サブ・ファンドの税金引当金の政策には、専門的かつ独立した税務上の助言に基

づき、以下が適用される。

（ⅰ）中国の国債以外の国内債券に関して、中国の発行体により源泉徴収税が課されなかった場合に

おける受領した利息収入または発生した利息収入については、10％の源泉徴収税（以下「源泉

徴収税」という。）の引当金を設定する。

（ⅱ）中国の国債以外の国内債券に関して、中国の発行体により増値税が源泉徴収されなかった場合

における受領した利息収入または発生した利息収入については、6.3396％の増値税（以下「増

値税」という。）（課徴金を含む。）の引当金を設定する（この増値税制度は、2016年５月１

日より適用される）。

税金に関する法令または政策にさらなる変更が生じた場合、取締役会は、投資運用会社と協議の

上、実務上可能な限り速やかに、自らが必要とみなすとおりに、納税引当金の額に対して関連する調

整を加える。かかる納税引当金の額は、個々のサブ・ファンドの計算書において開示される。

中国の税務当局により課された実際の税額が投資運用会社の引き当てた金額を上回り、納税引当金

の額に不足が生じた場合、サブ・ファンドが最終的に追加の租税債務を負担しなければならなくなる

ため、投資家は、サブ・ファンドの純資産価額が納税引当金の額を超える金額を被ることがあること

を考慮に入れるべきである。かかる場合、現在および新規の投資主は、不利益を被る立場に置かれ

る。一方で、中国の税務当局により課された実際の適用税額が取締役会の引き当てた金額を下回り、

納税引当金の額に余剰が生じた場合、この点に関して中国の税務当局が裁定、決定または指導を行う

前に株式を買い戻した投資主は、過剰引当による損失を被ることから、不利益を被ることになる。か

かる場合、現在および新規の株主は、納税引当金と実際の租税債務の差額がサブ・ファンドの勘定に

返還することができる場合には利益を得ることができる。

 

上海－香港ストック・コネクトまたは深圳-香港ストック・コネクト（以下「ストック・コネクト」とい

う。）を通じて取引される投資に関するリスクの情報

（後略）
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４　手数料等及び税金

（４）その他の手数料等

管理会社の報酬方針

＜訂正前＞

（前略）

関連する開示は、ＵＣＩＴＳ指令2014／91／ＥＵの規定に従い、管理会社の年次報告書において行わ

れるものとする。投資家は、直近の報酬方針に関する詳細（報酬および利益の算定方法の概要、報酬委

員会（もしあれば）の構成を含め報酬および利益を付与する責任を負う者の情報を含むが、それらに限

らない。）をhttp://www.ubs.com/lu/en/asset_management/investor_information.htmlで閲覧すること

ができる。

かかる文書の書面による写しは、請求によって管理会社から無料で入手可能である。

 

＜訂正後＞

（前略）

関連する開示は、ＵＣＩＴＳ指令2014／91／ＥＵの規定に従い、管理会社の年次報告書において行わ

れるものとする。投資家は、直近の報酬方針に関する詳細（報酬および利益の算定方法の概要、報酬委

員会（もしあれば）の構成を含め報酬および利益を付与する責任を負う者の情報を含むが、それらに限

らない。）をhttps://www.ubs.com/global/en/assetmanagement/capabilities/white-labelling/fund-m

anagement-company-services/fml-procedures.htmlで閲覧することができる。

かかる文書の書面による写しは、請求によって管理会社から無料で入手可能である。

 

（５）課税上の取扱い

②　ルクセンブルグ

＜訂正前＞

本投資法人はルクセンブルグの法律に基づく。ルクセンブルグ大公国の現行法に従い、本投資法人

は、ルクセンブルグの源泉徴収税、所得税、キャピタル・ゲイン税または富裕税の対象とならない。

ただし、各サブ・ファンドは、純資産総額について年利0.05％またはＦ、Ｉ－Ａ１、Ｉ－Ａ２、Ｉ－

Ａ３、Ｉ－Ａ４、Ｉ－Ｂ、Ｉ－Ｘ、およびＵ－Ｘクラスについては0.01％のルクセンブルグの年次税

を課せられ、各四半期末に支払わなければならない。かかる税金は、各四半期末に各サブ・ファンド

の純資産総額について計算される。0.01％の軽減税率の恩恵を受ける条件が満たされなくなった場合

には、Ｆ、Ｉ－Ａ１、Ｉ－Ａ２、Ｉ－Ａ３、Ｉ－Ａ４、Ｉ－Ｂ、Ｉ－Ｘ、およびＵ－Ｘクラスの投資

証券については0.05％課税されることがある。

提示される課税金額は、算定時の最新の入手可能なデータに基づく。

投資者がその影響を受けない限り、現行税法上、ルクセンブルグの所得税、贈与税、相続税または

その他の税金を支払う義務を負わない。ただし、当該サブ・ファンドまたは投資者がルクセンブルグ

に住所を有するか、ルクセンブルグに居住するか、または恒久的な機関を維持する場合、あるいはル

クセンブルグに以前住所を有しており、本投資法人の投資証券の10％以上を保有する場合を除く。

（中略）
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ＦＡＴＣＡにより定義される「特定米国人」

「特定米国人」という用語は、（ⅰ）米国内の裁判所が適用法に基づき信託の管理のあらゆる面に

関して命令または判決を発行することを授権されている場合、または（ⅱ）一または複数の特定米国

人が信託または米国市民もしくは米国居住者であった遺言者の財産に関してすべての重要な決定を行

うことを授権されている場合に、米国市民または米国居住者およびパートナーシップもしくは会社の

形態を有するか、米国でまたは米国の連邦もしくは州の法律に基づき設立された法人もしくは信託を

指す。本項は、米国内国歳入法を遵守していなければならない。

 

ストック・コネクトを通じた中国Ａ株への投資

（後略）

 

＜訂正後＞

本投資法人はルクセンブルグの法律に基づく。ルクセンブルグ大公国の現行法に従い、本投資法人

は、ルクセンブルグの源泉徴収税、所得税、キャピタル・ゲイン税または富裕税の対象とならない。

ただし、各サブ・ファンドは、純資産総額について年利0.05％またはＦ、Ｉ－Ａ１、Ｉ－Ａ２、Ｉ－

Ａ３、Ｉ－Ａ４、Ｉ－Ｂ、Ｉ－Ｘ、およびＵ－Ｘクラスについては0.01％のルクセンブルグの年次税

を課せられ、各四半期末に支払わなければならない。かかる税金は、各四半期末に各サブ・ファンド

の純資産総額について計算される。0.01％の軽減税率の恩恵を受ける条件が満たされなくなった場合

には、Ｆ、Ｉ－Ａ１、Ｉ－Ａ２、Ｉ－Ａ３、Ｉ－Ａ４、Ｉ－Ｂ、Ｉ－Ｘ、およびＵ－Ｘクラスの投資

証券については0.05％課税されることがある。

サブ・ファンドは、2020年６月18日付タクソノミー規則2020／852の第３条に定義された環境的に持

続可能な経済活動に投資される純資産部分について、年率0.01％から0.04％の年次税の軽減税率の恩

恵を受けることがある。

提示される課税金額は、算定時の最新の入手可能なデータに基づく。

投資者がその影響を受けない限り、現行税法上、ルクセンブルグの所得税、贈与税、相続税または

その他の税金を支払う義務を負わない。ただし、当該サブ・ファンドまたは投資者がルクセンブルグ

に住所を有するか、ルクセンブルグに居住するか、または恒久的な機関を維持する場合、あるいはル

クセンブルグに以前住所を有しており、本投資法人の投資証券の10％以上を保有する場合を除く。

（中略）

ＦＡＴＣＡにより定義される「特定米国人」

「特定米国人」という用語は、（ⅰ）米国内の裁判所が適用法に基づき信託の管理のあらゆる面に

関して命令または判決を発行することを授権されている場合、または（ⅱ）一または複数の特定米国

人が信託または米国市民もしくは米国居住者であった遺言者の財産に関してすべての重要な決定を行

うことを授権されている場合に、米国市民または米国居住者およびパートナーシップもしくは会社の

形態を有するか、米国でまたは米国の連邦もしくは州の法律に基づき設立された法人もしくは信託を

指す。本項は、米国内国歳入法を遵守していなければならない。
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中華人民共和国（中国）

 

中国の税務上の勘案事項

本項の目的上、または、本書全般において、（ⅰ）「サブ・ファンド」とは、投資運用会社のＱＦ

Ｉ資格もしくはＵＢＳグループ内のその他の事業体のＱＦＩ資格を通じて、ＱＦＩ認定証券に投資を

行うサブ・ファンドをいい、また、（ⅱ）「投資運用会社」とは、文脈に応じて、投資運用会社およ

びＵＢＳグループ内のその他の事業体をいうものとする。

中国の現行の規制に基づき、サブ・ファンドを含む外国人投資家は、一般に、ＱＦＩもしくはス

トック・コネクトを通じて、中国Ａ株その他の一定の投資商品に投資することができる。

 

中国の企業所得税（以下「企業所得税」という。）

サブ・ファンドが中国の課税対象居住者企業とみなされる場合、サブ・ファンドは、その課税対象

となる全世界所得に対して25％の中国の企業所得税を課される。サブ・ファンドが中国に恒久的施設

を有する非課税対象居住者企業とみなされる場合、当該恒久的施設に帰属する利益には、25％の企業

所得税が課されると考えられる。

2008年１月１日に施行された中国の企業所得税法に基づき、中国に恒久的施設を有しない非中国課

税対象居住者企業は、一般に、その中国国内源泉所得（受動的所得（例えば、配当、利息、資産譲渡

益等）を含むが、これに限られない。）に対して10％の源泉所得税が課される。

投資運用会社は、企業所得税の目的においてサブ・ファンドが中国の課税対象居住者企業または中

国に恒久的施設を有する非中国課税対象居住者企業とみなされることのないようにサブ・ファンドを

運用および運営する予定であるが、中国の税金に関する法律および慣行には不確実性があるため、か

かる結果となる保証はない。

 

（ⅰ）利息および配当

中国の現行の税金に関する法令に基づき、ＱＦＩは、中国の上場企業からの現金配当、特別配

当、利益分配および利払いに対して10％の中国の源泉所得税を課される。かかる中国の源泉所得税

は、適用される二重課税防止条約に基づき減額される可能性がある。2018年11月22日、中華人民共

和国財政部（以下「ＭＯＦ」という。）および中国国家税務総局（以下「ＳＡＴ」という。）は、

外国機関投資家が中国の債券市場への投資により得た債券の利息収入に関する課税の問題を明確に

するため、共同で財税通達（2018年）第108号（以下「通達第108号」という。）を発表した。通達

第108号に従い、2018年11月７日から2021年11月６日の間に、中国に恒久的施設を有しない（または

中国に恒久的施設を有するが、そのようにして中国で生じた所得が当該恒久的施設とは実質的に関

係していない）外国機関投資家が得た債券の利息収入は、一時的に企業所得税を免除される。通達

第108号に加えて、2021年11月22日に、ＭＯＦおよびＳＡＴは、共同でＭＯＦ／国税ＰＮ（2021年）

第34号（以下「ＰＮ第34号」という。）を発表し、これにより通達第108号の免除が2025年12月31日

を上限として延長された。通達第108号およびＰＮ第34号に基づくかかる免除は一時的なものに過ぎ

ないため、かかる免除が2025年12月31日の後も適用されるか否かについては不明確である。

管轄権を有する国務院財政局が発行した国債および／または国務院が承認した地方債から生じた

利息については、中国の企業所得税法に基づき中国の企業所得税は免除される。

（ⅱ）キャピタル・ゲイン

企業所得税法およびその施行規則に基づき、非中国課税対象居住者企業が中国国内源泉から得た

「財産譲渡所得」は、適用される租税条約に基づき免税または減税される場合を除き、10％の中国

の源泉所得税を課されることとされている。

2014年11月14日、中国のＭＯＦ、ＳＴＡおよびＣＳＲＣは、ＱＦＩが得た持分投資のキャピタ

ル・ゲインに関する課税の問題を明確にするため、共同で財税通達（2014年）第79号（以下「通達
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第79号」という。）を発表した。通達第79号に基づき、中国に恒久的施設を有しない（または中国

に恒久的施設を有するが、そのようにして中国で生じた所得が当該恒久的施設とは実質的に関連性

のない）ＱＦＩの場合、かかるキャピタル・ゲインは、2014年11月17日以降に実現されたものであ

る場合には一時的に中国の源泉所得税を免除され、2014年11月17日より前に実現されたものである

場合には適用ある法律に従い10％の中国の源泉所得税が課される。

通達第79号では、この一時的な免税はＡ株以外の有価証券にも適用されるのか否かについてのさ

らなる指針は提示されなかった。

さらなる指針がない場合、中国の企業所得税の取扱いは中国の企業所得税に関する法律の一般税

務規定に服することとなる。

中国の債務証券の処分に係るキャピタル・ゲインについて、中国の税務当局は、かかるキャピタ

ル・ゲインは中国国内源泉所得に該当せず、よって中国の源泉所得税を課されないと何度も口頭で

指摘している。ただし、このことを裏付ける明文化された税務規定はない。実際に、中国の税務当

局は、中国の債務証券の処分による実現利益に対して中国の源泉徴収税の徴収を積極的に執行して

いない。中国の税務当局が将来かかる利益に課税することを決定した場合、投資運用会社は、中国

の税務当局に対し、サブ・ファンドをルクセンブルグの課税対象居住者として取り扱うこと、およ

び中国とルクセンブルグとの間の二重課税防止条約に基づき認められるキャピタル・ゲイン税の免

除に依拠することを適用するよう要求するが、これを保証することはできない。

 

中国の増値税（以下「増値税」という。）

2016年５月１日に施行された増値税改革の最終段階に関する財税通達（2016年）第36号（以下「通

達第36号」という。）に従い、2016年５月１日から中国の証券の譲渡による利得に増値税が課され

る。

通達第36号および財税通達（2016年）第70号（以下「通達第70号」という。）に従い、ＱＦＩが中

国の証券の譲渡により得た利得は、2016年５月１日以降増値税を免除される。

通達第36号において、香港および外国投資家がストック・コネクトを通じて中国Ａ株を譲渡して得

た利得は、増値税を免除される旨が定められている。ＱＦＩが稼得した中国の国内債券への投資に係

る利息収入には、特別の免税規定が適用されない限り、６％の増値税が課されるものとする。通達第

36号に従い、預金に係る利息収入に増値税は課されず、国債に係る利息収入も増値税を免除される。

また、財税通達（2016年）第46号および通達第70号に従い、金融機関が得た他の金融機関の発行する

債券の利息収入は、増値税を免除される。通達第108号は、2018年11月７日から2021年11月６日の間に

中国の債券市場に投資する外国機関投資家が得た債券の利息収入に対する増値税の免除について規定

している。かかる免除は、ＰＮ第34号に従い2025年12月31日を上限として延長された。通達第108号お

よびＰＮ第34号に基づくかかる免除は一時的なものに過ぎないため、かかる免除が2025年12月31日の

後も適用されるか否かについては不確かである。中国本土で生じた株式投資に係る配当所得または利

益配当は、増値税の課税対象範囲に含まれない。

増値税が適用される場合、適用ある増値税の最大12％に相当するその他の付加税（都市建設維持

税、教育付加税および地方教育付加税を含む。）も適用される。

 

中国の印紙税

売り手は、中国の上場株式の売却に際しての売却対価の0.1％の税率の印紙税を課される。国債およ

び社債を保有する非中国課税対象居住者には、かかる債券の発行またはその後の譲渡に際して印紙税

は課されない見込みである。

 

ストック・コネクトを通じた中国Ａ株への投資

（後略）
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第３　管理及び運営

１　資産管理等の概要

（５）その他

（ⅴ）苦情処理、議決権行使方針および最良執行

＜訂正前＞

ルクセンブルグの法律および規則に従い、管理会社は、苦情処理の手続、最良執行および議決権行

使方針に関する追加情報を、以下のウェブサイトに掲載する。

http://www.ubs.com/lu/en/asset_management/investor_information.html

 

＜訂正後＞

ルクセンブルグの法律および規則に従い、管理会社は、苦情処理の手続、最良執行および議決権行

使方針に関する追加情報を、以下のウェブサイトに掲載する。

https://www.ubs.com/global/en/assetmanagement/capabilities/white-labelling/fund-

management-company-services/fml-procedures.html

 

２　利害関係人との取引制限

利益相反

＜訂正前＞

（前略）

管理会社による相当な注意および最善の努力にもかかわらず、利益相反を管理するために管理会社が講

じた組織的・事務的な措置は、合理的な確信をもって本投資法人またはその投資主の利益が害されるリス

クの回避を確保するために十分ではないというリスクがある。この場合、かかる軽減されない利益相反お

よび下された決定は、管理会社の以下のウェブサイトにおいて投資家に報告される。

http://www.ubs.com/lu/en/asset_management/investor_information.html

各情報は、管理会社の登録事務所においても無料で入手可能である。

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

管理会社による相当な注意および最善の努力にもかかわらず、利益相反を管理するために管理会社が講

じた組織的・事務的な措置は、合理的な確信をもって本投資法人またはその投資主の利益が害されるリス

クの回避を確保するために十分ではないというリスクがある。この場合、かかる軽減されない利益相反お

よび下された決定は、管理会社の以下のウェブサイトにおいて投資家に報告される。

https://www.ubs.com/global/en/assetmanagement/capabilities/white-labelling/fund-management-

company-services/fml-procedures.html

各情報は、管理会社の登録事務所においても無料で入手可能である。

（後略）
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第４　関係法人の状況

１　資産運用会社の概況

（１）名称、資本金の額及び事業の内容

＜訂正前＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）インク（シカゴ）（「投資運用会社」）

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）エルエルシー（「投資運用会社」）

（後略）

 

（２）運用体制

＜訂正前＞

（前略）

ファンドの管理体制

管理会社

ＵＢＳファンド・マネジメント（ルクセンブルグ）エス・エイ

投資運用会社

ＵＢＳアセット・マネジメント（香港）リミテッド（香港）

ＵＢＳアセット・マネジメント・スイス・エイ・ジー（チューリッヒ）

ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）インク（シカゴ）

ＵＢＳアセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド（ロンドン）

ユービーエス・スイス・エイ・ジー（チューリッヒ）

 

＜訂正後＞

（前略）

ファンドの管理体制

管理会社

ＵＢＳファンド・マネジメント（ルクセンブルグ）エス・エイ

投資運用会社

ＵＢＳアセット・マネジメント（香港）リミテッド（香港）

ＵＢＳアセット・マネジメント・スイス・エイ・ジー（チューリッヒ）

ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）エルエルシー

ＵＢＳアセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド（ロンドン）

ユービーエス・スイス・エイ・ジー（チューリッヒ）

 

EDINET提出書類

ＵＢＳ（Ｌｕｘ）エクイティ・シキャブ(E30637)

訂正有価証券届出書（外国投資証券）

24/87



（３）大株主の状況

＜訂正前＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）インク（シカゴ）

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）エルエルシー

（後略）

 

（４）役員の状況

＜訂正前＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）インク（シカゴ）

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）エルエルシー

（後略）

 

（５）事業の内容及び営業の概況

＜訂正前＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）インク（シカゴ）

2023年12月末日現在、ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）インク（シカゴ）は57本のサ

ブ・ファンドを運用しており、そのうち運用資産額上位10位のサブ・ファンドは、以下のとおりであ

る。

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

④　ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）エルエルシー

2023年12月末日現在、ＵＢＳアセット・マネジメント（アメリカス）エルエルシーは57本のサブ・

ファンドを運用しており、そのうち運用資産額上位10位のサブ・ファンドは、以下のとおりである。

（後略）
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別紙Ａは以下のとおり更新される。

別紙Ａ

ＳＦＤＲ関連情報
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